
12 月報  司法書士 2019.7　No.569

成年年齢引下げと司法書士

成年年齢引下げに伴う各種法定年齢の
改正と今後の法整備

１．はじめに

筆者は、日本国憲法の改正手続に関する法

律（平成19年法律第51号。以下、本稿におい

て「国民投票法」という。）の起草に関わり、
その後も副次的ではあるが、年齢に関する法

制度（年齢条項、法定年齢）1）の横断的研究

を継続している。成年年齢を20歳から18歳に

引き下げること等を内容とする民法の一部を

改正する法律（平成30年法律第59号。以下、

本稿において「18歳成年法」という。）は
2022年 4月1日に施行されるが（同法附則第

1条本文）、何より「基幹法定年齢」とも評す
べき成年年齢の引下げが現実の日程に上がっ

たことに対して、選挙権年齢等の引下げとは違

う意味で、制度改革の節目を実感している。「18
歳成年」は今後、順調に受け容れられるのか、
それとも一定の緊張状態が生じるのか、社会

各層の議論、反応を注視しているところである。

そんな中、興味深い世論調査結果が出た。

内閣府が2019年 3 月15日に公表した「成年年
齢の引下げに関する世論調査」2 ）には、「成
年年齢の引下げと各種年齢制限の認知度」と
いう項目がある。調査の結果をみると、飲酒

可能年齢、喫煙可能年齢、公営競技投票券の

購入等可能年齢、国民年金の加入年齢につい

ては認知度が高かったものの、一般旅券の発

行可能年齢、養親年齢、性別取扱い変更審判

の請求可能年齢については十分に認知されて

いない実態が分かる。調査項目に上がってい

ない法定年齢の改正については、ほとんど認

知されていないと思われる。

18歳成年法の施行日まで、すでに残り 3年

を切った。同法の施行が社会に与える影響、

とりわけ成年年齢の引下げが多種多様な法定

年齢の改正をもたらし、その一つひとつが市

民生活に密接に関わっていることに鑑みれば、

同法の射程に関して分かりやすい情報を提供

し、周知を図ることが急務である。この点、

18歳成年法は、民法の改正を定める本則（成

年年齢の引下げ、女性の婚姻適齢の引上げ、

養親年齢の維持）のほか、その他の法定年齢

を18歳基準または20歳基準とすること等を内

容とする附則（26か条）から成るところ、成年

年齢に自動的に連動する年齢条項も多い反面、

この際連動が外れる年齢条項も存在すること

を念頭に、その法的関係性を詳らかにしなけれ

ば、制度の全体構造を把握することはできない。

本稿は、前述のような問題意識を以て、民

法の改正、18歳基準に移行するための改正、20

歳基準を維持するための改正、および18歳成年

法の影響を受けない法定年齢の各項目について

解説する。また、18歳成年法の施行に関連する

課題として、少年法上限年齢の引下げ等、今

後進められる法整備の意義についても言及する。
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２．民法の改正

⑴　成年年齢の引下げ

まず、18歳成年法の本則は、成年年齢を20

歳から18歳に引き下げることを定める。成年

年齢の意義は言うまでもなく、①法定代理人

の同意がなくても契約等の法律行為を単独で

行うことができる年齢、②父母の親権に服さ

なくなる年齢、の二点である。

施行日（2022年 4 月 1 日）において18歳以

上20歳未満である者（2002年 4 月 2 日から

2004年 4 月 1 日までの間に生まれた者）は、

一斉に成年に達することとされる（18歳成年

法附則第 2条第 2項）。施行日の直前、直後

に消費者被害が集中する危険がある一方、あ

えてこのような措置が定められたのは、仮に

一斉に成年に達することとせず、施行日以後

に18歳、19歳の誕生日を迎えた者が成年に達

することとすると、施行日を挟んで「先後関
係の逆転」が生じてしまうからである3）。例

えば、2022年 5 月 1 日（施行日の 1か月後）

に18歳となった者はその日に成年に達するこ

とになる一方、同年 3月 1日（施行日の 1か

月前）に19歳となった者は、施行日を挟んで、

2023年 3 月 1 日を迎えないと成年に達しない

こととなってしまい（それまでの間は、未成

年者となる）、先に出生した者の成年到達が

後れてしまうのである。

民法第 4条が定める成年年齢に連動する条

項（「成年」ないし「未成年（者）」の用語を含
むもの）は、同法の第5条第1項（未成年者の

法律行為）から第1009条（遺言執行者の欠格事

由）まで70に及ぶ。これら70の条項は、後述の

とおり18歳成年法により削除ないし改正された

婚姻適齢、養親年齢に関する条項を除くもので

あるが（第737条、第753条および第792条）、当

然に連動する点について、異論はないであろう。

1．で述べたように、成年年齢には多くの

年齢条項が連動するが、18歳成年法の条文上、

その連動の範囲は明らかではなく、注意する

必要がある。以下、①行為能力関係、②資格・

免許関係、③保護・健全育成関係、④税制関

係、および⑤訴訟関係と類型化し、成年年齢

に連動する主な年齢条項を示す。

①行為能力関係
商法（明治32年法律第48号）第 5条（未成

年者登記）、商業登記法（昭和38年法律第125

号）第35条等（未成年者登記）、任意後見契

約に関する法律（平成11年法律第150号）第

4条（任意後見監督人選任の除外事由）、会社

法（平成17年法律第86号）第584条（持分会社

の無限責任社員となることを許された未成年

者）、探偵業の業務の適正化に関する法律（平

成18年法律第60号）第 3条（探偵業の欠格事由）、

職業安定法（昭和22年法律第141号）第32条（有

料職業紹介事業の許可の欠格事由）など。

②資格・免許関係
司法書士法（昭和25年法律第197号）第 5条、

土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）

第 5条、公認会計士法（昭和23年法律第103号）

第 4条、行政書士法（昭和26年法律第 4号）

第 2条の 2、社会保険労務士法（昭和43年法

律第89号）第 5条、宅地建物取引業法（昭和

27年法律第176号）第 5条第 1項、不動産の鑑

定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）

第25条、マンションの管理の適正化の推進に

関する法律（平成12年法律第149号）第47条な

ど（②はすべて、欠格事由に関するものである）。

③保護・健全育成関係
刑法（明治40年法律第45号）第224条（未

成年者略取及び誘拐罪の客体）、同法第226条

の 2 第 2 項（未成年者買受罪の客体）、同法

第248条（準詐欺罪の客体）、労働基準法（昭

和22年法律第49号）第58条（未成年者の労働契

約）、母体保護法（昭和23年法律第156号）第 3

条第1項ただし書（不妊治療の同意要件）など。

④税制関係 ４ ）

国税徴収法（昭和34年法律第147号）第144
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条後段（捜索立会人の要件）、国税犯則取締

法（明治33年法律第67号）第 6条（捜索立会

人の要件）、関税法（昭和29年法律第61号）

第129条（責任者等の立会い）、税理士法（昭

和26年法律第237号）第 4条（税理士の欠格

事由）、相続税法（昭和25年法律第73号）第

19条の 3第 1 項（未成年者控除）、地方税法 
（昭和25年法律第226号）第24条の 5（個人の

道府県民税の非課税の範囲）、同法第295条第

1項（個人の市町村民税の非課税の範囲）など。

⑤訴訟関係
民事訴訟法（平成 8年法律第109号）第31

条（未成年者の訴訟能力）5）、人事訴訟法（平

成15年法律第109号）第31条（婚姻関係訴訟

の管轄の特例）など。

⑵　女性の婚姻適齢の引上げ

次に、18歳成年法の本則は、女性の婚姻適

齢を16歳から18歳へと引き上げる旨の改正内

容を定めている。主な理由は、①婚姻適齢に

関して、精神的・身体的成熟度よりも社会的・

経済的成熟度を重視し、性差を設けるべきで

はないという考えが広まったこと、②18歳成

年の実現により、男性は成年年齢と婚姻適齢

が一致することになるものの、女性は成年年

齢と婚姻適齢が一致せず、16歳、17歳の女性

は未成年者として婚姻には父母の同意を要す

ることとなり（民法第737条）、両性間の不平

等が生じること、③18歳成年の実現により、

婚姻による成年擬制の規定（民法第753条）

は男性にとっては無意味となり、16歳、17歳

の女性にのみ適用されることになり、両性間

の不平等が際立つこと、である6）。

条文上は、民法第731条が「婚姻は、18歳に
ならなければ、することができない。」と改めら
れ、前述の第737条および第753条は削除された。

なお、施行の際に16歳以上18歳未満の女性

は、改正後の第731条の規定にかかわらず、

婚姻をすることができる7）等の経過措置が

定められている（18歳成年法附則第 3条）。

⑶　養親年齢の維持

さらに、18歳成年法の本則は、養親年齢を

成年年齢と連動させず、20歳のまま維持する

旨の改正内容を定めている。「養子をとると
いうことは、他人の子を法律上自己の子とし

て育てるという相当な責任を伴うことであり、

成年年齢を引き下げたとしても養親年齢を引

き下げるべきではなく、また、養子をとるこ

とができるという現状で特段不都合が生じて

いないことからすると、現状維持とすべき」
とする法制審議会答申（2009年10月28日）の

内容を踏襲している。

条文上は、民法第792条（養親となる者の

年齢）「成年」が「20歳」に、同法第804条見
出し（養親が未成年者である場合の縁組の取

消し）の「未成年者」が「20歳未満の者」に、
同条ただし書「成年」が「20歳」へと、それ
ぞれ改正された。

なお、18歳成年法が施行される前に、養親

となる者が成年に達していないことを理由と

する養子縁組の取消しは、なお従前の例によ

るとされる経過措置が定められている（18歳

成年法附則第 4条）。

3 .　18歳基準に移行するための改正

18歳成年法は、その附則において、成年年

齢と趣旨を同じくする年齢条項を有する法律

の改正を定めている。いずれも、20歳基準を

18歳基準に移行させる（ないし、その趣旨を

明確にする）ためのものである8）。以下、該

当する年齢条項のみ示す。

⑴　国籍法（昭和25年法律第147号）第 3条

第 1項（認知された子の国籍の取得）、第

5条第 1項第 2号（同）、第14条第 1項（国

籍の選択）、第17条（国籍の再取得）

⑵　性同一性障害者の性別の取扱いの特例に

関する法律（平成15年法律第111号）第 3条

第 1項第 1号（性別の取扱いの変更の審判）
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⑶　社会福祉法（昭和26年法律第45号）第19

条第 1項（社会福祉主事の資格等）

⑷　水先法（昭和24年法律第121号）第15条第

1項第 2号イ（水先人養成施設の講師）、第

30条第 1項第 2号イ（水先免許講習の講師）

⑸　船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和26

年法律第149号）別表第一（第17条の 2関係）、

別表第二（第17条の17関係）、別表第三（第

17条の19関係）、別表第四（第23条の26関係）、

別表第五（第23条の30関係）

⑹　船舶安全法及び船舶職員法の一部を改正

する法律（平成 3年法律第75号）別表（附

則第 6条関係）

⑺　旅券法（昭和26年法律第267号）第 5条

第 1項第 2号（一般旅券の発行）

⑻　公職選挙法等の一部を改正する法律（平

成27年法律第85号。以下、本稿において「18
歳選挙権法」という。）附則第 8条（民生
委員法の適用の特例）、附則第 9条（人権

擁護委員法の適用の特例）

⑼　恩給法等の一部を改正する法律（昭和51年

法律第51号）附則第14条第1項第1号（普通

扶助料に係る寡婦加算）、同条同項第2号（同）

　　同項は、普通扶助料（普通恩給の受給者

の遺族に支給される恩給）に係る寡婦加算

について、旧軍人等の妻に18歳未満の子が

ある場合に付加し、18歳以上であっても重度

障害の子がある場合には付加する旨を定め

ている。成年年齢の18歳引下げにより、扶養

遺族の子も18歳未満であることが要件となる。

⑽　児童虐待の防止等に関する法律（平成12

年法律第82号）第16条（延長者等の特例）

　　同条は、児童福祉法第31条第 4項が定め

る延長者、同じく児童福祉法第33条第10項

が定める保護延長者に対する虐待を「児童
虐待」とみなす等の特例を定めている。成
年年齢の18歳引下げにより、児童の上限年

齢（児童福祉法第 4条第 1項）である18歳

と一致し、同条は無意味な規定となる。こ

のため、同条は削除される。

⑾　インターネット異性紹介事業を利用して児

童を誘引する行為の規制等に関する法律（平

成15年法律第83号）第 8条第 5号（欠格事由）

　　同号のかっこ書に「児童でない未成年者」
という概念が出てくるが、成年年齢の18歳

引下げにより、児童の上限年齢（同法第 2

条第 1号）と一致することとなり、無意味

な規定となる。このため、当該かっこ書が

削除される。

４．　20歳基準を維持するための改正

18歳成年法は、その附則において、成年年

齢を18歳に引き下げた後でも20歳基準を維持

するために必要な法律の改正を定めている。

該当する年齢条項等は、成年年齢との連動を

外すためのもの、18歳成年となることにより

規定の整理が必要になるもの、がある。

⑴　競馬法（昭和23年法律第158号）第28条（勝

馬投票券の購入等の禁止）

⑵　自転車競技法（昭和23年法律第209号）

第 9条（車券の購入等の禁止）

⑶　小型自動車競走法（昭和25年法律第208

号）第13条（勝車投票券の購入等の禁止）

⑷　モーターボート競走法（昭和26年法律第

242号）第12条（舟券の購入等の禁止）

　　以上、⑴から⑷までは、ギャンブル依存

防止等の青少年の健全育成の観点から引き

続き20歳基準を維持することが適当と判断

され、成年年齢との連動を外す必要が生じ、

条文中の「未成年者」が「20歳未満の者」
に改正されている。

⑸　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

6条の 2第 2項（小児慢性特定疾病児童等）、

同条第 3項（小児慢性特定疾病医療支援）、

第19条の 2（医療費支給認定患者等）、第

19条の 3（小児慢性特定疾病医療費の申請）、

第19条の 5（医療費支給認定の変更の申請）、

第19条の 6（医療費支給認定の取消し）、

第19条の 9（小児慢性特定疾病児童の指定）、
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第25条の 2（要保護児童対策地域協議会）、

第31条第 4項（延長者に係る措置）、第33

条第10項（保護延長者の一時保護）、第33

条の 7（親権喪失の審判の請求等）、第33

条の 8（未成年後見人の選任の請求）、第

33条の 9（未成年後見人の解任の請求）、

第47条（児童相談所長の親権の行使等）、

第57条の 3（小児慢性特定疾病医療費の支

給に係る報告等）、第57条の 3の 3（同）、

第57条の 4（同）

　　⑸の各条項は、成年年齢の18歳引下げに

より、児童の上限年齢である18歳と一致す

ることとなり（児童福祉法第 4条第 1項）、

処分を求める申請権者等を整理するための

形式的な改正を行うものである。具体的に

は第一に、小児慢性特定疾病児童等として、

①都道府県知事が指定する医療機関に通い、

または入院する小児慢性特定疾病にかかっ

ている児童（小児慢性特定疾病児童）、②

指定小児慢性特定疾病医療機関に通い、ま

たは入院する小児慢性特定疾病にかかって

いる児童以外の満20歳に満たない者（成年

患者）の定義を置き、関係規定の整理をし

つつ（同法第 6条の 2第 2項ほか）、第二に、

保護を延長した者について、親権を行う者

がいなくなることについての規定の整理を

行っている（同法第25条の 2ほか）。

⑹　未成年者喫煙禁止法（明治33年法律第33

号）題名、第 1条、第 4条、第 5条

　　若年者の健康被害と非行を防止する観点

から、18歳成年法の施行によっても、未成

年者喫煙禁止法が定める喫煙可能年齢は20

歳基準が維持される。しかし、法律の題名

に「未成年者」が含まれるため、「18歳未
満の者の喫煙を禁止する法律」という誤解
を招かないよう、その題名は「二十歳未満
ノ者ノ喫煙ノ禁止ニ関スル法律」と改正さ
れた。また、「満二十年ニ至ラザル者」（同
法第 1条、第 4条および第 5条）は、「二十
歳未満ノ者」と改正された。

　　未成年者喫煙禁止法の題名変更に伴い、

たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第31

条第 9号の「未成年者喫煙禁止法」は「二十
歳未満ノ者ノ喫煙ノ禁止ニ関スル法律」に、
同法第40条第 1項の「未成年者」は「二十
歳未満ノ者」に、それぞれ改正されている。
⑺　未成年者飲酒禁止法（大正11年法律第20

号）題名、第 1条第 1項、第 3項および第

4項、第 2条

　　⑹と同様、若年者の健康被害と非行を防

止する観点から、18歳成年法の施行によっ

ても、未成年者飲酒禁止法が定める飲酒可

能年齢は20歳基準が維持される。しかし、

法律の題名に「未成年者」が含まれるため、
「18歳未満の者の飲酒を禁止する法律」と
誤解されることがないよう、その題名は

「二十歳未満ノ者ノ飲酒ノ禁止ニ関スル法
律」と改正された。また、「満二十年ニ至
ラザル者」（同法第 1条第 1項、第 3項お
よび第 4項、第 2条）は、「二十歳未満ノ者」
と改正された。

　　未成年者飲酒禁止法の題名変更に伴い、

酒税法（昭和28年法律第 6号）第10条第 7

号の 2および酒税の保全及び酒販業組合等

に関する法律（昭和28年法律第 7号）第86

条の 9第 1項の規定中「未成年者飲酒禁止
法」とあるのは、「二十歳未満ノ者ノ飲酒
ノ禁止ニ関スル法律」と改正された。さら
に、アルコール健康障害対策基本法（平成

25年法律第109号）第 2条の「未成年者」は、
「20歳未満の者」に改正されている。

５．成年年齢引下げの影響を受けな
い法定年齢

法定年齢は各々の立法目的に依拠しており、

そもそも成年年齢と趣旨が一致しないものは、

成年年齢の引下げの影響を受けない。このよ

うな例は多く存在するが、紙幅の関係で以下

5項目の言及にとどめる。
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第一に、母子・父子福祉資金貸付の要件で

ある。母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

39年法律第129号）第 6条第 3項は、福祉資

金貸付の対象となる者（児童）を「20歳に満
たない者」と定義している。児童の年齢要件
は民法上の扶養関係を前提に定められている

ところ、ひとり親家庭のうち、末子が18歳、

19歳である世帯数が多い実態等に鑑み、20歳

基準が維持される。

第二に、国民年金の被保険者年齢の要件で

ある。国民年金法（昭和34年法律第141号）

第 7条第 1項第 1号は、被保険者年齢を「20
歳以上60歳未満の者」と定義している。雇用
関係を前提としない国民年金制度は、稼得能

力を持つ者のうち、就労していると一般的に

考えられる年齢により一律に区分することと

され、制度開始以来、20歳以上の者が対象と

なっている。この点は、被用者年金制度（厚

生年金、国家公務員共済組合、地方公務員共

済組合および私立学校教職員共済）と異なる。

第三に、労働法制上の就労制限年齢である。

労働基準法（昭和22年法律第49号）第56条第

1項が定める労働者の最低年齢（満15歳に達

した日以後の最初の 3月31日の経過）は、当

時の国際労働憲章に依拠したものである9）。

同条項を前提に、第61条第 1項本文（満18歳

に満たない者の深夜業の禁止）、第62条（満

18歳に満たない者の危険有害業務の就業制

限）および第63条（満18歳に満たない者の坑

内労働の禁止）が定められている。船員法（昭

和22年法律第100号）第85条（年齢16年未満

の船員の就業制限等）および第86条（年齢18

年未満の船員の夜間就業の禁止）は労働基準

法の規定に依拠している。また、警備業法（昭

和47年法律第117号）第14条第 1 項（18歳未

満の者の就業制限）および第23条第 5項（警

備員検定の合格証明書の交付等）は、18歳未

満の者が犯罪等の発生を警戒し、防止する警

備業務に要求される判断能力が一般的に不十

分と考えられることを根拠としている。

第四に、自動車等運転免許の取得年齢であ

る。道路交通法（昭和35年法律第105号）第

88条第 1項第 1号は、第一種・第二種免許の

取得年齢として大型免許は21歳以上、中型免

許は20歳以上、普通免許、大型特殊免許、大

型二輪免許およびけん引免許は18歳以上、普通

二輪免許、小型特殊免許および原付免許は16歳

以上と定めている10）。道路交通の安全の観点等、

法独自の観点から設定された年齢基準である。

第五に、非公営ギャンブルが可能となる年

齢である11）。パチンコは、風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年

法律第122号）第 2条第 1項第 7号の風俗営

業に該当し、18歳未満の者の入場が禁止され

る（第22条第 1項第 5号）。サッカーくじは、

スポーツ振興投票の実施等に関する法律（平

成10年法律第63号）第 9条により、19歳未満

の者によるスポーツ振興投票券の購入、譲受

等が禁止される12）。カジノに関しては、特定

複合観光施設区域整備法（平成30年法律第80

号）第69条第 1号が定める。カジノ事業者は

20歳未満の者をカジノ施設に入場させ、滞在

させることが禁止される。

６．今後進められる法整備の意義

⑴　少年法上限年齢の引下げ

少年法（昭和23年法律第168号）の上限年

齢（第 2条第 1項）の18歳引下げ等を内容と

する同法改正は本来、改正国民投票法（平成

26年法律第75号）附則第 3項の定めに従い、

2018年 6月20日までに完了していなければなら

なかった13）。現在、少年矯正のあり方等を含め、

法制審議会少年法・刑事法（少年年齢・犯罪

者処遇関係）部会で議論が続いているが14）、出

口が見えない状況にある。本題に関連し、筆

者としては特に以下の二点を強調しておきたい。

第一は、年長少年による国民投票犯罪の扱

いである。国民投票権年齢は2018年 6 月21日、
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20歳以上から18歳以上へと引き下げられ15）、

制度上新たに18歳、19歳の者が有権者となっ

たが、これらの者による国民投票犯罪（国民

投票法第109条～第125条）の取扱いが問題と

なる。現行の少年法上限年齢（20歳）を前提

とすると、国民投票犯罪にコミットした18歳、

19歳の者は一律に少年法の適用を受けること

となり（原則、刑罰ではなく保護処分の対象

となり、「成人の刑事事件」とは扱われない）、
同一の法律における評価が二分されるに至る

からである16）。この意味でも、国民投票権年

齢（下限）と少年法上限年齢は「18歳」で一
致させなければならない。

第二は、民法（成年年齢）・少年法（上限

年齢）分離論の限界である。成年年齢の引下

げは少年法上限年齢の引下げの議論とリンク

させるべきではないとする分離論は、18歳成

年法案の委員会審査においてもしばしば説か

れた17）。しかし、18歳成年法の整備により、

18歳、19歳の者は親権に服さなくなるところ、

少年法上限年齢を現行のままに、これらの者

に国家が後見的立場で介入することを正当化

しうるのか、合理的な説明は困難となるよう

に思われる18）。また、ぐ犯少年（少年法第 3

条第 1項）の定義には「保護者の正当な監督
に服しない性癖」とあるが、民法第820条に
よる親権者の監督・教育権が及ばなくなった

者をこの定義に含めるのは、法的には説明困

難であろう19）。

少年法上限年齢の18歳引下げ等を内容とす

る同法改正が行われる際には、少年院法（平

成26年法律第58号）第137条本文が定める保

護処分在院者の退院年齢等、関係する法定年

齢についても必要な見直しが行われる20）。ま

た、18歳選挙権法附則第 5条が定める選挙犯

罪についての少年法の特例、附則第 7条が定

める検察審査会法（昭和23年法律第147号）

第 6条各号の適用の特例（当分の間、18歳以

上20歳未満の者を検察審査員の無資格者とみ

なす）、および附則第10条が定める裁判員の

参加する刑事裁判に関する法律（平成16年法律

第63号）第15条第1項各号の適用の特例（当分

の間、18歳以上20歳未満の者を裁判員の無資格

者とみなす）は、揃って削除されることになる21）。

⑵　被選挙権年齢の引下げ

被選挙権年齢（公職選挙法（昭和25年法律

第100号）第10条、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第19条）の引下げに関しては、政

治部門の議論が完全に軌道に乗ったわけでは

ないが22）、今後検討の上、法整備が進められ

る可能性があるため、本節で併せて取り上げる。

各国では選挙権年齢に揃って、被選挙権年

齢も18歳以上とされている例が多い実情を踏

まえ、被選挙権年齢の引下げは18歳選挙権法

の整備の際にも議論になっている。この点、

18歳選挙権の実現により、衆議院議員の被選

挙権の最低年齢（25歳）との較差は 7歳となっ

たが、二院制を採用する主要国の下院議員の

選挙制度についてみると、選挙権年齢と被選

挙権年齢との間に 5歳以上の較差がある例は、

アメリカ、フランスおよびイタリアの 3国と、

わずかに止まる23）。18歳成年の実現は、被選

挙権年齢の引下げを後押しすることになると

考えられる。

もっとも日本では、被選挙権年齢を一気に

18歳以上に引き下げることは世論の支持が得

られにくいことから、22歳以上、20歳以上と、

段階的に引き下げていくのが現実的な対応と

考えられる24）。いずれにせよ、18歳選挙権が

制度として定着したことを踏まえ、被選挙権

年齢の引下げに関しても、できるだけ早期に

法整備が行われることが望ましい。

７．おわりに ―20歳成年社会の超
克―　

18歳成年法の立法契機は紛いもなく、国民

投票法の制定（2007年 5 月）である。しかし、

実際の法整備まで11年を要しており、決して
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単調一直線の経過を辿ったわけではない。こ

の間、①鳩山法務大臣（当時）による法制審

議会に対する不適切な諮問25）、②民主党政権

下での立法公約の放逐26）、③政府による年齢

条項見直しの検討状況を監視すべき憲法審査

会の未始動27）、④18歳成年法先送り論の台 
頭28）、といった政治的障碍が立ちはだかった

事実を看過することはできない。

国会に18歳成年法案が提出された後の委員

会審査の過程をみても、内閣提出法案である

とはいえ、与野党対決型法案を扱う典型的な

議事運営に陥っていた。国民投票法、18歳選

挙権法の制定時には、各党会派による幅広い

合意の下で18歳成年法が整備されることが確

認（期待）されていたが、それを模索する動

きは無く、対決法案の図式で終わってしまっ

たことは残念でならない29）。今後改めて、政

治・行政の改革姿勢が問われることになる。

本論では触れなかったが、18歳成年法の施

行後も成人式の参加対象年齢を20歳とする動

きが出てきている30）。成人（成年）概念の社

会的受容をめぐって、施行までは様々な紆余

曲折があると思われる。140年間の長きにわ

たって慣れ親しんできた「20歳成年社会」を
総括し、年齢法制の新たな基本構造を強固な

ものにできるかどうか、市民一人ひとりの意

識、覚悟が問われている。

1）本稿において年齢条項とは、年齢に関する定

めを有する法令上の条項をいい、法定年齢とは、

年齢条項の中で定められた具体的な年齢をいう。

2）内閣府「「成年年齢の引下げに関する世論調
査」の概要」（2019年 3 月15日）
　https://survey.gov-online.go.jp/h30/h30-seinen/

gairyaku.pdf（閲覧 5月14日）

3）第196回国会参議院法務委員会会議録第14号

（2018年 6 月 5 日）36頁（小野瀬厚政府参考人）。

4）自由民主党・公明党「平成29年度税制改正大
綱」（2016年12月 8 日）および「平成30年度税
制改正大綱」（2017年12月14日）では成年年齢

引下げに関連する検討事項として挙げられてい

たが、「平成31年度税制改正大綱」（2018年12月
14日）では、民法上の成年概念に拠ることが明

確に示された。

5）同条を準用するものとして、民事執行法（昭

和54年法律第 4号）第20条、民事保全法（平成

元年法律第91号）第46条等がある。

6）南部義典『図解超早わかり18歳成人と法律』
（C&R研究所、2019年）121-122頁。

7）施行の際にすでに婚姻適齢（旧規定下）にあ

り、18歳に達する日よりも前に婚姻することを

予定している者もいると想定されるためである。

南部・前掲 6、125頁。

8）なお、18歳成年法は当初、皇室典範（昭和22

年法律第 3号）第22条の改正を予定していたが、

自由民主党の事前審査の段階でこれを除外する

旨の修正が行われている。南部・前掲 6、53-54頁。

9）第92回帝国議会衆議院労働基準法案委員会議

録第 2号（1947年 3 月12日） 5頁（吉武恵市政

府委員）。

10）近時、人手不足対策等に対応する手段として、

二種免許の年齢要件の引下げが検討されている。

NHK「 2 種免許 年齢要件引き下げ 必要な教習

内容検討へ」（2019年 3 月16日）
　https://www3 .nhk.or.jp/news/html/20190316/

k10011850391000.html（参照 5月14日）

11）宝くじは、当せん金付証票法（昭和23年法律

第144号）に基づく事業であるが、年齢制限に

関する規定を置いていない。もっとも、政府の

要請により、販売主体である自治体等は未成年

者に対する販売を自粛している。

12）本条項は19歳基準を採用する数少ない例であ

る。青少年の健全育成の観点で高校生（以下の

年齢層）がサッカーくじを購入することは相応

しくないため、高校卒業の平均的な年齢が18歳、

19歳未満である点が考慮されている。第142回

国会衆議院文教委員会議録第10号（1998年 5 月

8 日） 9頁（船田元法案提出者）。

13）18歳成年法の公布は2018年 6 月20日で、法整

備の期限当日であった。
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14）法制審議会に対する諮問は、2017年 2 月 9 日

に行われた（諮問第103号）。

15）南部義典「国民投票法制からみた 9条改正論
の「非現実性」」法学セミナー編集部編『 9 条
改正論でいま考えておくべきこと』（日本評論社、
2018年）139-140頁。

16）南部義典「緊急提論国民投票法制が残す課題
⑶年齢条項見直しのロードマップ」『法学セミ
ナー』749号（日本評論社、2017年）49頁。
17）第196回国会衆議院法務委員会議録第11号

（2018年 5 月11日） 9頁（山尾志桜里委員）等。

18）法制審議会少年法・刑事法（少年年齢・犯罪

者処遇関係）部会第11回会議議事録（2018年11

月 2 日） 7 - 8 頁（川出敏裕委員）。

19）同上 9 -10頁（酒巻匡委員）。

20）南部・前掲 6、204頁。

21）附則第 5条は、選挙犯罪（公職選挙法第221

条～第255条の 4）のうち連座制の適用のある

類型と適用がない類型を分けて、前者について

は「家庭裁判所は当分の間、その罪質が選挙の
公正の確保に重大な支障を及ぼすと認める場合

には、少年法第20条第 1項〔検察官送致：筆者

注〕の決定をしなければならない」と定め、少
年法の適用関係を整理している。また、附則第

7条および附則第10条は、18歳、19歳の者が原

則、刑事裁判に付されることがないのに、検察

審査員、裁判員として関与する制度上の矛盾を

回避するために設けられたものである。

22）過去には、民進党・無所属クラブ（衆議院会

派）、日本維新の会（参議院会派）が被選挙権

年齢をすべて18歳以上に引き下げるべく、公職

選挙法及び地方自治法の一部を改正する法律案

を提出したことがある（第192回国会衆法第 7号、

第192回国会参法第13号）。本稿執筆時点では、

法制化に向けた具体的な動きはみられない。

23）南部義典「18歳選挙権・18歳成人の法律論」
田中治彦ほか編『18歳選挙権と市民教育ハンド
ブック〔補訂版〕』（特定非営利活動法人開発教
育協会、2017年）17頁。

24）同上。なお法理上、被選挙権を行使する者は

私法上の行為能力を備えていることが前提とな

るため、被選挙権年齢を成年年齢よりも低く設

定することはできない（南部・前掲 6、196頁）。

25）鳩山邦夫法務大臣は2008年 2 月13日、法制審

議会に対し「若年者の精神的成熟度及び若年者
の保護の在り方の観点から、民法の定める成年

年齢を引き下げるべきか否か等について御意見

を承りたい」とする諮問を行った（諮問第84号）。
しかし、「否か」の文言を含めるのは、成年年
齢の引下げに係る民法改正を求める国民投票法

附則第 3条第 1項（2014年の同法改正により削

除）の趣旨を逸脱するものであった。

26）法制審議会の答申は2009年10月28日に行われ

たが、その前日（27日）、答申がまだ出ていな

いにもかかわらず、千葉景子法務大臣（当時）

は閣議後の記者会見で「（法案提出は）なかな
か容易ではない」と消極的な態度を示していた。
27）衆参各院で憲法審査会の組織及び運営の細則

を定める「憲法審査会規程」の議決が行われず、
国会法の規定に反し、憲法審査会の実質的な始

動が遅れていたことによる。実際に始動したの

は、2011年10月20日に召集された第179回国会

（臨時会）のことであった。

28）国民投票法の改正を視野に、国会で年齢条項

見直しに係る法整備の再定位が議論になってい

た頃、法務省の担当者は、「選挙権年齢の引下
げを先行させ、成年年齢の引下げに向けた国民

の意識を醸成した上で、国民の理解が得られた

後に成年年齢を引き下げることが“一つの有力

な選択肢”である」と繰り返し答弁していた。
第180回国会衆議院憲法審査会議録第 1号（2012

年 2 月23日） 3頁（原優政府当局者）等。

29）衆議院本会議における18歳成年法案の趣旨説

明・質疑（2018年 4 月24日）が、主要野党会派

が欠席する中で行われるなど、当初から波乱含

みであった。

30）京都市「成年年齢引き下げ後も20歳での式典
を継続します！」（2019年 2 月 1 日）
　https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/ 

0000247120.html（閲覧 5月14日）


